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　（1）目標年度までに、担い手農地利用集積率が一定の割合で増加すること。

採　択　時 目　　標

① 80%未満 10ポイント以上増加

② 80～90％未満 5ポイント以上増加

③ 90～95%未満 95%以上へ

④ 95%以上 シェア増加

⑤ 100% 100％を維持

　（2）目標年度までに、高収益作物の生産額がおおむね20％以上増加すること。
※高収益作物とは、主食用米と比べて面積当たりの収益性が高い作物（野菜、花き・花木、果樹など）

　（3）輸出事業計画の認定規定に基づき認定された輸出事業計画との連携が図られること。

　（4）先端的な技術を活用した生産方式との適合が図られること。

※

必要と認める者（下記④～⑧）とする。

　①認定農業者　

　②認定新規就農者

　③集落営農経営

(1)国営土地改良事業の受益者負担金

(2)独立行政法人水資源機構事業の受益者負担金

(3)国の補助を受けて実施された土地改良事業の受益者負担金

(4)その他土地改良事業に要する経費に充てるための借入れに係る償還金

事業要件（1）にある「担い手」とは、農家負担金軽減支援対策事業実施要領第５に定

めるもの（下記①～③）のほか、地域計画の目標地図に位置づけられた者、県知事が

採択要件

対象となる
負担金

地域生産基盤保全強化支援事業

全国土地改良事業団体連合会

国の補助を受けて実施された土地改良事業等を実施している地区（※①）において、要件
を満たすことが確実と見込まれる地区において、受益者負担金を金融機関等から借り入れ
た場合に、その償還利子相当額を助成団体に助成金として交付する（※②）。

※①担い手育成農地集積事業の対象となる事業を除く。
※②当該年度の受益者負担金の償還利子相当額の５／６を限度とする。

■助成団体：

　④農業を営む者が組織する法人

　①土地改良区

　②市町村

　③農業協同組合

■事業要件：（1）～（4）のいずれかに該当すること。

利子助成
認定期間：

Ｒ０７年度から

事業実施期間：
Ｒ０７年度から

Ｒ７新規

※目標年度

対象事業の完了年度から4年

目以内、または本事業の着手

から5年目以内で設定する。

④エコファーマー

⑤砂糖及びでん粉原材料かんしょに関する支援対象者

⑥野菜の産地強化計画に規定する産地強化計画に位置付けられた者

⑦果樹産地構造改革で定める産地計画に記載される内容に該当

⑧農業生産活動規範を遵守する家畜の飼養・生産を行う認定農業者
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